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1.1．問題意識 

イノベーションとは，発明や発見，技術開発を通じた製品化や事業化，そして社会全体

への普及に必要となる一連の諸活動を通じて，経済成果がもたらされる革新である(一橋大

学イノベーション研究センター,  2001) 1．それは企業成長の源泉であり(Penrose,  1959)，経

済発展の原動力である(Schumpeter, 1934)． 

イノベーションが実現するためには，新しいアイデアや知識が新技術や新製品，そして

新事業という形で創造される必要がある．イノベーションの基礎となるのは，新しい知識

の創造であり，イノベーションのプロセスとは，知識創造のプロセスである．ただし，個

人的な発明・発見とは違い，知識創造のプロセスを通じて生み出された新しい知識が，新

しい製品や工程，そして事業や産業として具現化していくためには，多様な主体の協力が

必要である．彼らが保有する資源をイノベーションの実現のために動員する必要がある．

それゆえ，イノベーションのプロセスとは，新しい知識の創造プロセスであると同時に，

その知識がイノベーションとして実現するために必要な資源が動員されるプロセスでもあ

る．両者は相互に依存関係にあり，知識の創造と資源の動員のどちらかが欠けてもイノベ

ーションとしては実現しない． 

もっとも，イノベーションの実現には，知識創造や資源動員に伴う様々な困難を乗り越

えなくてはならない．それは，少なくとも事前には客観的な確証がないような極めて不確

実な状況下で，新しい知識の存在可能性とその有用性を信じて，時間やエネルギーそして

努力を事前に投入しなくてはならないという困難であり，個人が獲得した知を集団として

の知識へと展開させる困難である．それはまた，単なる個人的な目的や関心を超えて，本

来目的や関心が大きく異なる多様な利害集団が保有する資源をイノベーションの実現とい

う共通の目的のために結集しなくてはならないという困難である． 

イノベーションのプロセスを理解するためには，「技術の実現可能性とその市場性に対し

て少なくとも事前には客観的な確証のない状況で，新しいアイデアや技術の開発・事業化

を目的として経営資源が投入され，動員されたのはなぜか．また，そこにはイノベーショ

ンの推進する主体とそれに協力する主体のどのような判断・考え方があったのか」という

問いに答える必要がある．イノベーションを実現していく過程で一体どのような「理由」

が知識の創造と資源の動員を可能にしていったのか，という問いである． 

後述するように，知識創造という観点からイノベーションのプロセスを検討する分析視

角は，イノベーションの一側面を説明する非常に有効な分析視角ではあるけれども，知識

創造のプロセスを具体的に継起させ，新しい知識を新製品や工程，そして事業や産業とし

て具現化する際に不可欠な資源動員のプロセスを明示的に検討してきたわけでは必ずしも

ないように思われる．なぜなら，知識創造のプロセス自体の解明に主眼がおかれているた

め，知識の創造に必要となる資源動員の問題はそこでは暗黙裏に仮定されているからであ

る．それゆえ，知識創造に立脚する諸研究では，要素技術さえ確立していない高度に不確

実な状況下で，どのようにして新たな知識の創出を可能とする研究開発投資や人材といっ
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た資源を事前に動員することが可能となったのか，という知識創造のための資源動員の問

題は十分に明らかにされていない．また，ひとたび創造された知識が結果的に量産化投資

や事業体制の構築を通じて経済成果として実現するために必要となる資源がどのように動

員されたのか，という問題も十分には検討されていないように思われる．知識創造のプロ

セスを可能とし継起させる資源動員の役割に注目し，イノベーションのプロセスを検討す

る余地が残されている．本稿では特にこの点に注目して，イノベーションの生成・発展・

変転プロセスを，資源動員の正当性（legitimacy）の確立という観点から検討する必要性を

議論する． 

 

1.2. 本稿の目的と構成 

本稿の目的は二つある．第一の目的は，領域横断的な性格を持つイノベーション研究の

中でも，「イノベーションの経営学」と一般的には総称される諸研究の主要な研究系譜を概

観し，分析レベルとイノベーションのフェーズから整理される研究領域という観点から，

今後さらに検討されるべきイノベーション研究の研究領域や課題を明らかにすることにあ

る2．第二の目的は，発見・発明から普及受容に至る一連のイノベーションの生成・発展・

変転プロセスを，＜資源動員の正当性（legitimacy）＞という観点から検討する必要性を議

論し，その観点に立脚した研究課題を議論することにある．最終的には，資源動員の正当

性という観点からイノベーションプロセスを体系的に説明する概念枠組みを構築し，それ

に対応する実証研究を行うことを計画している．本稿は，体系的な概念枠組みを構築する

ための予備的考察である． 

以下では，まずイノベーション研究に関する主要な研究系譜を概観し，検討すべき研究

領域を明らかにする．その上で，イノベーション管理に関する本質的な問題を，イノベー

ションの本質的特徴と合理性の限界という観点から検討する．加えて，イノベーションプ

ロセスを理解する上で正当性と資源動員という 2 つの概念の重要性を，イノベーション研

究の先行諸研究との関係で明らかにし，イノベーションプロセスを資源動員の正当性とい

う観点から分析可能とする説明枠組みを試論的に提示する．最終的には，正当性と資源動

員という 2つの観点から見た研究課題を明らかにする．   

 

2．イノベーション研究の特徴とその研究課題 

2.1. 領域横断的なイノベーション研究 

(Schumpeter, 1934)にその源流を求めることができるイノベーション研究は，経営学と経

済学を中心にして，社会学や歴史学，そして心理学を背景とした多様なディシプリンが交

差する領域横断的な研究領域である（図表 1）．そこでは，イノベーションという現象が，

各ディシプリンに特徴的な関心の下に，様々な分析レベルや方法論を用いて検討されてい

る．   

例えば，Tushman & Nelson(1990)や Grupp (1998)が指摘するように，イノベーションの
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経済学は，経済学の一分野である産業組織論を中心に発展してきた研究領域である．この

領域では，産業レベルや国レベルにおけるイノベーションパターンの特徴を明らかにし

(Freeman, 1974; Freeman & Soete, 1997)，イノベーションと市場・産業構造との関係(Geroski, 

1995; Kamien & Schwartz, 1982; Mansfield, Rapoport, Schnee, Wagner, & Hamburger, 1971; 

Scherer,  1980)を検討してきた．また，イノベーションが生産性や経済成長に与える影響

(Griliches,  1998;  Romer,  1990)やイノベーションに関する公共政策(Branscomb  &  Keller, 

1999; Nelson, 1995)や特許制度のあり方を検討してきた(Grupp, 1998; Stoneman, 1983)．こ

れらの先行研究の中心的な分析単位は，産業や経済全体であり，その主たる関心はイノベ

ーションに起因した生産性変化や経済成長影響の解明，イノベーションの促進という観点

から見た市場競争や産業組織や政府のあり方，それらを包摂するミクロ，マクロレベルの

制度設計にある． 

イノベーションの社会学は，イノベーションの普及・受容に関する制度の役割や行為主

体が立脚する価値の役割に注目し，古くはコミュニケーションという観点から新技術の普

及について検討してきた(Rogers,  1962)．また，科学社会史という観点から科学と制度との

関係を扱ってきた(Latour,  1987)．最近では，技術決定論への反論から，構成主義的立場か

ら新技術の意味や技術進歩の方向性を検討する流れがあり(Bijker, Hughes, &  Pinch,  1987; 

Bijker & Law, 1992)，他方で合理的な意思決定プロセスとして製品開発過程を捉える製品開

発論への反論として，企業内の政治プロセスの重要性に注目し，新技術の確立や導入の問

題を検討してきた(Frost, 1990; Frost & Egri, 1990; Thomas, 1994)．また，科学哲学や技術史，

あるいは経済史の流れをくむイノベーションの歴史学は，知識としての科学と技術の発展

史を扱った最も古い研究領域であり，個別の科学・技術分野の詳細な発展史(Hughes, 1983)，

科学と技術の相互依存関係，あるいは科学と技術の産業や経済発展に与える影響について

明らかにしてきた(David, 1975; Mowery & Rosenberg, 1979; Rosenberg, 1976, 1982, 1994)． 

これに対して，R&D マネジメントやイノベーションマネジメントと総称されるイノベー

ションの経営学は，イノベーションを生み出す主体である個人やチームそして企業に注目

し，科学者や技術者の創造性や生産性，新しい製品・工程開発を通じてイノベーションプ

ロセスを促進（阻害）する企業組織・戦略のあり方やその特徴，あるいはイノベーション

に対する企業の環境適応力や競争力に与える影響を検討してきた研究領域である(Tidd, 

Bessant, & Pavitt, 2005; Tushman & Anderson, 1997; Tushman & Moore, 1988)． 

この領域は，分析レベルに応じて大別すると三つの研究群を形成して発展してきたよう

に思われる．その一つは，イノベーションに起因した産業進化と企業の適応力の問題を検

討する＜企業と産業レベル＞に注目した一連の研究である(Abernathy  &  Utterback,  1978; 

Anderson & Tushman, 1990; Christensen & Bower, 1996; Henderson, 1993; Henderson & 

Clark, 1990; Tushman & Anderson, 1986; Utterback, 1971, 1996)．もう一つは＜企業内の新製

品開発活動＞をイノベーションプロセスの主要なフェーズと位置づけ，新製品開発活動を

促進（阻害）する戦略と組織的特徴（分業・コミュニケーションのあり方）を検討する一
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連の研究である(Chen,  2005;  Imai, Nonaka, & Takeuchi,  1985; Nonaka & Takeuchi,  1986; 

Takeishi, 2002; von Hippel, 1990; 武石, 2003)．さらに，イノベーションの推進者の個人属性

や動機，問題解決スタイルやリーダーシップを検討する＜個人レベル＞に注目した一連の

研究が行われてきた(Csikszentmihalyi, 1997; Goertzel, Goertzel, & Goertzel, 1978; Howell 

& Higgins, 1990; Howell, Shea, & Higgins, 2005; Kelley & Caplan, 1993; Schon, 1963; Scott 

& Bruce, 1994; Simonton, 1975)． 

以下では，それらの諸研究の中でも特にイノベーションの経営学における先行研究につ

いて，産業ダイナミクスと企業の環境適応力に注目した＜企業と産業レベル＞注目した一

連の研究とイノベーションの源泉としての＜新製品開発活動レベル＞に注目した一連の研

究，そしてイノベーションの源泉・推進者としての＜個人レベル＞に注目した一連の研究

に分けて，各研究群の問題意識やその特徴を検討することにしたい． 

 

2.2. 産業ダイナミクスと企業の環境適応力 

イノベーションプロセスに関する実証研究は，古くは Sherwin & Isenson (1967)らによる

Hindsight プロジェクトや SAPPHOプロジェクト ，Myers & Marquis (1969)らの研究にさ

かのぼることができる3．Hindsightプロジェクトでは 20の兵器システムの基礎科学，応用

科学，技術ごとの貢献度が検討され，Project SAPPHO Iとそれに続く SAPPHO IIでは，22

の化学産業と 21の素材産業における成功事例と失敗事例をペアワイズに比較研究され，そ

の決定要因が検討されてきた(Curnow & Moring, 1968; Rothwell et al., 1974)．   

これらの研究は，イノベーションプロセス全体を把握することを念頭に置いており，成

功事例と失敗事例をペアワイズに比較することによって，成否を分ける決定要因を網羅的

に探索し，最終的に製品開発の成功に必要となる規範的・実践的知見を見いだすという点

にその特徴がある(Brown & Eisenhardt, 1995)．このようなイノベーションの成功・失敗要

因を探索的だが網羅的に検討する方向性は，国別の特徴も視野に入れる SAPPHOの追試的

研究(Gerstenfeld, 1976; Szakasits, 1974)や(Utterback, Thomas J. Allen, Hollomon, & Marvin 

A. Sirbu, 1976)によって引き継がれることとなる．もっとも，これらの研究においては，ア

イデア創出から普及に至るイノベーションプロセス全体の把握を念頭に置いていたものの，

経時的な技術変化やそれに起因する企業間競争の変化，その結果生じる個々の産業に固有

のダイナミクスについて必ずしも十分に検討されたわけではなかった． 

それに対して，イノベーションプロセスの経時的な変化とそれに伴う企業間競争，それ

らの環境変化への企業の環境適応力を中心的な研究課題に据える一連の研究が，(Utterback, 

1971)や(Abernathy et al., 1978)を出発点として，歴史的な視点を踏まえた実証分析の蓄積と

いう形で発展していくこととなる．例えば，Utterback  (1971)は，イノベーションのプロセ

スをアイデア創出，問題解決，実行，普及から構成されると定義し，さらに組織をコミュ

ニケーションによって媒介される情報処理システムと位置づけ，イノベーションを組織内

部と外部とのコミュニケーションを通じた情報処理と問題解決行動として捉えている．そ
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の上で，（1）外部環境の特徴，（2）企業内部の特徴，（3）企業内部と外部環境との情報処

理という三つの観点から，イノベーション研究の論点を整理した．Abernathy  et  al.  (1978)

はイノベーションの経時的な変化に注目し，産業（製品）の流動期において製品イノベー

ションの発生率が最も高く，移行期では工程イノベーションの発生率に代替され，固定期

にはどちらの発生率も低下することを仮説的に示した AU（Abernathy＝Utterback）モデル

を提示した．これらの研究によって，イノベーション研究の一つの方向性が，イノベーシ

ョンに起因する外部環境要因と組織内部要因，さらにはその適合関係を検討することにあ

ること，またイノベーションのプロセスは経時的に産業固有のダイナミクスを生み出すこ

とが明らかにされた．この領域におけるその後の研究は，イノベーションパターンの経時

的な変化とその変化に伴う企業の適応プロセスの解明という観点から行われることとなる

(Abernathy & Clark, 1985; Anderson et al., 1990; Christensen et al., 1996; Henderson, 1993; 

Henderson et al., 1990; Tushman et al., 1986)． 

例えば，漸進的な（incremental）イノベーションは既存企業がうまく適応・主導し，急

進的な（radical）イノベーションは新規参入企業がうまく適応・主導するという古典的な

見方に対して，(Tushman et al., 1986)は一見すると急進的なイノベーションであったとして

もベースとなる技術の違いによって，能力破壊的な変化（competence‐destroying）と能力

増強的な（competence‐enhancing）変化があり，既存企業に与える影響が異なることを明

らかにした．Abernathy et al.(1985)もまた，同様の問題意識の下に，市場に関連した能力と

技術に関連した能力とがそれぞれ温存される(preserved)かあるいは破壊される(destroyed)

かという観点からイノベーションを類型化して，一見すると急進的なイノベーションに既

存企業が適応できる原因を検討した．これとは逆に，Henderson et al.  (1990)は，一見する

と漸進的なイノベーションに既存企業がうまく適応できない原因を，部品レベルとシステ

ム全体レベルでの知識の変化に注目したイノベーションの類型化に基づいて説明した． 

これらの一連の研究によって，イノベーションの生成・発展プロセスが企業活動と無関

係ではなく，またイノベーションが企業の適応力に与える影響が，企業の既存知識にどの

ような変化があり得るかによって依存して決定されることが明らかとなった． 

 

2.3. イノベーションの主要プロセスとしての新製品開発活動 

分析レベルとして特定企業の集団・チームに注目する研究は，イノベーションの実現の

ために必要となる諸活動の中でも企業内の新製品開発活動（NPD:  New  Development 

Process）に注目することにその特徴がある．イノベーションプロセスの源泉として企業の

新製品開発活動に注目するという立場に立脚し，これまで新製品活動における成功要因の

探索的な検討し(Benedetto, 1999; Johne & Snelson, 1988; Montoya‐Weiss & Calantone, 1994)，

新製品開発を促進（阻害）する戦略(Clark, Chew, & Fujimoto, 1987; Clark & Fujimoto, 1991; 

Nobeoka & Cusumano, 1997)や企業内分業のあり方(Chen, 2005; Takeishi, 2002; von Hippel, 

1990; 武石,  2003)そして企業内コミュニケーションのあり方(Allen,  1971,  1977;  Tushman, 
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1977)）を検討してきた． 

そもそもこのような立場に立つ諸研究が数多く出現してきた背景として，1970 年代後半

から 1980年代初頭にかけて起きた組立系産業における日本企業の躍進と米国企業の停滞・

衰退が挙げられる．この事実は，日米両国の実務家と研究者の双方において新製品開発活

動の重要性を強く認識する契機となった．その結果，1980 年代に一方で米国企業の産業横

断的な競争力の低下を米国企業のR&D活動と新製品開発活動のあり方にその問題を見いだ

そうとする研究が出現し(Dertouzos, Lester, & Solow, 1989; Florida & Kenney, 1992)，他方で

日本の新製品開発能力の源泉を分析する研究が数多く出現した(Clark  et  al.,  1987; Clark  et 

al., 1991; Imai et al., 1985; Nobeoka et al., 1997; Nonaka et al., 1986; 野中& 永田, 1995)．さら

に，新製品開発活動の国際比較を通じた各国の特徴を明らかにする研究も行われることと

なった(Song & Parry, 1997; Xie, Song, & Stringfellow, 1998)． 

1990 年初頭までに英語圏の主要な学術専門誌に掲載された新製品開発活動に関する諸研

究を文献サーベイした Brown et al. (1995)は，多くの先行研究が三つの開拓的な研究に依拠

していることを指摘し，新製品開発活動に関する先行研究を三つの主要な流れに分類して

いる． 

第一の研究の流れは，Rothwell et al.  (1974)らの SAPHHOプロジェクトに関する研究や

Myers  et  al.  (1969)らの研究にその源流を見いだすことができる「合理的計画」(Rational 

Plan)アプローチに立脚する諸研究である(Cooper,  1979;  Cooper  &  Kleinschmidt,  1993; 

Maidique & Zirger, 1984; Maidique & Zirger, 1985; Myers et al., 1969; Rothwell et al., 1974; 

Zirger & Maidique, 1990)．このアプローチの特徴は，質問票調査を使って新製品開発の財

務的成果に影響を及ぼしうる変数を探索的に，しかも広範に検討している点にある．成長

市場への優れた製品投入を可能とする注意深い計画，有能でうまく調整されたクロスファ

ンクショナルチームによる実行，それらを支える経営陣の支援の重要性を明らかにしてき

た． 

第二の研究の流れは，MITの Thomas Allenによる研究(Allen, 1971, 1977)にその源流を見

いだすことができる「コミュニケーション・ウェブ」（Communication Web）アプローチに

立脚する諸研究である(Allen, 1971, 1977; Katz, 1982; Katz & Allen, 1985; Katz, Tushman, & 

Allen, 1995; Katz & Tushman, 1983)．このアプローチの特徴は，主として R&D活動にその

焦点を絞って，組織内部と組織の外部環境とのコミュニケーションに注目し，コミュニケ

ーションの多寡や組織内外とのコミュニケーションパターンの特徴が開発プロジェクトに

与える影響を検討する点にある．これらの一連の研究は，外部コミュニケーションの重要

性や外部と内部のコミュニケーションの境界を媒介する個人の役割（gate  keeper）の重要

性を明らかにしてきた． 

第三の研究の流れは，(Imai et al., 1985)にその源流を見いだすことができる「問題解決」

（Disciplined  problem  solving）アプローチに立脚する諸研究である(Clark  et  al.,  1987; 

Clark et al., 1991; Imai et al., 1985; Nonaka et al., 1986)．このアプローチの特徴は，事例研究
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法を用いた調査を通じて，新製品開発活動のプロセスを詳細に検討している点にある．こ

れらの研究は，開発チームの自律的な問題解決行動とそのような問題解決行動をコントロ

ールする重量級リーダー，強力な経営陣による状況に応じた微妙なコントロール，包括的

な製品ビジョンの重要性を明らかにしてきた． 

「合理的計画」アプローチの多くは，新製品開発の財務的成果に影響を及ぼす可能性の

ある数多くの変数を網羅的に例示し，新製品開発活動の全体像を可能な限り広範に示して

きた．また，「コミュニケーション・ウェブ」アプローチは，網羅的に変数関係を探索的に

検討してきた「合理的計画」アプローチとは対照的に，新製品開発成果につながる具体的

なメカニズムをコミュニケーションという観点に絞って明らかにしてきた．また，情報処

理システムとしての組織観に立脚し，新製品開発活動を問題解決行動として捉えるこのア

プローチは，その後新製品開発活動を知識創造活動として捉え直す形で，イノベーション

プロセスを知識創造プロセスの一つとして位置づけることを可能にした(野中・永田, 1995)． 

 

2.4. 知の創造者・推進者としての個人 

 イノベーションプロセスを推進主体の最小単位は個人である．新しいアイデアや知識を

生み出し，それをイノベーションという形で新しい製品や工程として実現するには個人の

果たす役割を無くしては語れない．どのような経歴・パーソナリティーを持った個人が，

どのようなきっかけでイノベーションの源泉としての新しいアイデアや知の創造プロセス

を実現し，さらに新しい製品や工程として具現化するのか．新しい知の創造のきっかけと

なる個人的属性や環境要因とは何か．これらの問いに対して，心理学やミクロ組織論を背

景として個人の内的過程やリーダーシップが果たす役割に注目して説明を試みるのが，個

人レベルに注目して一連の研究の特徴である． 

これらの研究は大別すると二つの研究の流れがあるように思われる．その一つは，個人

の創造性の創発プロセスに注目して創造性の内的要因や外的刺激要因，そしてそれらの相

互作用による創造性の創発メカニズムの解明を試みる流れである(Csikszentmihalyi,  1997; 

Goertzel et al., 1978; Kelley et al., 1993; Scott et al., 1994; Simonton, 1975, 1986; Woodman, 

Sawyer, & Griffin, 1993)．これらの研究は，イノベーションプロセスの中でも初期のフェー

ズである，アイデア創出というプロセスが個人の内的な過程を通じてどのように実現する

かという点に焦点を当てている． 

具体的には，歴史的に顕著な業績を挙げた個人に注目し，その個人的生い立ちやバック

グランドやパーソナリティーと創造性との関係を検討してきた(Csikszentmihalyi,  1997; 

Goertzel et al., 1978; Simonton, 1975, 1986)．もちろん，創造性は天賦の個人的属性やパーソ

ナリティーによってのみ決定されるわけではなく，直面する環境によっても影響を受ける．

近年ではそのような外部環境と個人的属性との相互作用という観点から，個人的な創造性

を促す要因を包括的に検討している(Scott et al., 1994; Woodman et al., 1993)． 

もう一つの流れは，新しいアイデアや知識が新しい製品や工程として実現するために必
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要となる推進者（champion）の役割やリーダーシップ，動機に注目してイノベーションプ

ロセスの説明を試みる研究の流れである(Howell et al., 1990; Howell & Shea, 2001; Howell 

et al., 2005; Maidique, 1980; Schon, 1963)．前者の一連の研究が，アイデア創出というイノベ

ーションプロセスの中でも初期のフェーズである，個人の創造性プロセスに注目する点に

その特徴があり，＜知の創造者として個人＞に注目した研究群であるのに対して，後者の

一連の研究はイノベーション実現のために不可欠な推進者あるいは指導者的機能に注目す

る点にその特徴があるという意味で，＜知の推進者としての個人＞に注目した研究である． 

これらの研究は，新しいアイデアや知識が製品として具現化することに伴う困難を乗り越

えるためには指導者的職能が必要であり，その指導的職能が成立する要因や成立条件を具

体的に検討しているという点にその特徴がある．例えば，SAPPHO プロジェクトでは，イ

ノベーションの鍵となる個人の役割として技術革新者(Technical  Innovator)，事業革新者

(Business  Innovator)，製品チャンピオン(Product Champion)，経営者（Chief Executive）

の重要性を指摘し(Rothwell et al., 1974)，またMaidique (1980)はアイデア創出から事業化そ

して普及に至るイノベーションの各フェーズにおいてそれぞれ必要となる指導者的機能の

変化を検討している． 

 

2.5. イノベーション研究の研究課題 

すでに振り返ったように，イノベーションに関わる先行研究は数多くの有用な知見を生

み出してきたけれども，イノベーションのプロセスの全体像を理解する上で，今後注力す

べき研究領域や解決すべき方法論的課題が残されているように思われる．図表 2 は，これ

までの先行研究の特徴を踏まえて，分析レベルとイノベーションのフェーズ別に考えられ

うる 7つの研究領域を示したものである． 

すでに議論したように，その中でも多くの研究は，研究領域 1 から研究領域 3 において

行われている．研究領域 1 とは，分析レベルとしては個人に注目し，イノベーションのフ

ェーズとしては発明・新知識の創出活動から製品化活動に至る諸活動に注目する研究領域

である．前述の知の創造者・推進者としての個人に注目する一連の研究が行われてきたの

はこの領域である．また，研究領域 2 とは，分析レベルとしては企業内のチームや職能と

いった集団単位に注目し，イノベーションのフェーズとしては技術開発・製品のプロトタ

イプに関連する活動から事業化活動に至る諸活動に注目する研究領域である．主として新

製品開発活動に注目する一連の研究が行われてきたのはこの領域である．これに対して，

研究領域 3 とは，分析レベルとしては企業もしくは産業に注目し，イノベーションのフェ

ーズとしては製品化活動から普及に至る諸活動に注目する研究領域であり，産業ダイナミ

クスと企業の環境適応力に関心を寄せる一連の研究が行われてきたのはこの領域である．   

イノベーション実現の一連の過程において，イノベーション実現の中心的な主体が個人

から集団へ，そして企業からさらに産業へと変化し，それに応じてこれまでの諸研究の分

析レベルが個人（研究領域 1）から産業(研究領域 3)へと展開するのは自然の流れである．
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しかし，その一方で未開拓な研究領域が残されているように思われる． 

イノベーションの源泉としての新しい知識の創造主体は個人である．しかし，新しい知

識は個人を取り巻く外部環境とは全く無関係に生まれるのではなく，個人の外部環境との

相互作用を通じて生み出されるものでもある．このことは，新しい知識を生み出す主体が，

個人のみならず，個人によって構成される集団としても生み出されることを示唆している．

ということは，新しい知識の創出活動は，必ずしも個人レベルでのみ注目される現象では

なく，企業内の集団間の相互作用としても生み出される現象であり，さらに企業間の相互

作用として生み出される現象でもある．企業内の集団間の相互作用を通じてイノベーショ

ンの源泉となる新しい知識が生み出される過程を検討するのが図表 2の研究領域 4であり，

企業間の相互作用を通じて新しい知識が生み出される過程を検討するのが研究領域 5 であ

る．これらの研究領域は，組織学習（organizational  learning）や知識創造という観点から

一部の例外的な先行研究において検討されてはいるが，十分な研究蓄積がなされていない

研究領域である． 

また，イノベーションの実現には新しい知識を製品という形で具現化し，事業という形

で経済的に存続可能なものにし，製品化後に必然的に起こる他社の様々な追従行動に対処

する必要がある．その実現には個人の能力を超えた多くの人との協働が必要となる．それ

ゆえ，製品化や事業化のための活動は，一連の先行研究がこれまで検討してきたように，

個人レベルではなく集団レベルで検討する必要があり，事業化や普及過程に必要な活動を

検討するには，企業レベルで検討する必要がある．しかしその一方で，集団レベルの事業

化活動や普及活動の背後には個人が存在し，企業レベルの事業化競争や普及活動の背後に

もまた個人が存在している．それゆえ，研究領域 7 のように，個人の果たす役割に注目し

て事業化の問題を検討する研究領域が残されている． 

さらに，研究領域 8 や研究領域 9 のように，産業形成や普及といった活動を集団レベル

や個人レベルで検討する研究領域が残されている．これまでの先行研究は，新しい製品が

産業として生成し，最終的に社会全体に普及する一連の過程を説明する際に，市場競争に

代表される企業間レベルの相互作用に注目してきた．しかし，そのような産業形成や普及

という現象は，必ずしも企業間レベルの相互作用にのみ起因するわけではなく，集団レベ

ルや個人レベルの相互作用を通じて実現されるものでもある．そのような産業形成や普及

における個人の役割に注目するのが研究領域 8 であり，集団の果たす役割に注目するのが

研究領域 9である． 

新規知識の創造という現象は，分析レベルとして個人レベルでのみ検討されるのみなら

ず，企業内の集団や企業を超えた企業間（産業）レベルでも検討されるべき現象である．

また，技術開発活動という現象は個人や企業内の集団のみならず産業レベルでの現象とし

ても検討されるべきである．加えて，事業化活動という現象は集団レベルや企業間（産業）

レベルでのみ検討されるのみならず，個人レベルの現象としても検討されるべきであり，

産業形成・普及の問題も企業間（産業）レベルの問題としてのみならず，集団や個人レベ
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ルの問題と検討する余地が残されているのである．つまり，ある特定レベルでこれまで注

目されてきた現象をそれとは異なる分析レベルの問題として捉え直す余地があり，そうす

ることでイノベーションのプロセスの全体像をより包括的に理解することが可能になると

思われる． 

もっとも残された研究課題はそれだけではない．それは，個人，企業内の集団，企業間

（産業）という異なる分析レベル間の相互作用を分析枠組みの中に取り込む必要があると

いう点である(Drazin & Schoonhoven, 1996)．例えば，イノベーションの源泉は個人の創造

性にあるものの，それは個人的な属性に規定されているのみならず，その個人を取り巻く

様々な集団や企業，社会システムの規範に代表される様々なレベルの外部環境要因によっ

ても規定されている．個人レベルの創造性というミクロな現象を説明する際に，他方で労

働環境や企業文化，労働慣行といったよりマクロな変数が及ぼす影響も加味する必要があ

る．また，それとは逆に，産業レベルのイノベーションの経時的な変化というマクロな変

化を説明する際に，単に産業を構成する企業の行動にのみ注目するだけでなく，その内部

の製品開発活動やその活動を担う個人の行動にも注目する必要があると思われる．図表 2

の矢印はイノベーションの実現過程における異なる分析レベルの相互依存関係を示してい

る．このような異なる分析レベルの相互作用にも注目することによって，イノベーション

のプロセスの全体像をより多面的に理解することが可能になると思われる． 

最後に指摘されるべき研究課題とは，沼上(2000)が指摘するように，時間圧縮された＜変

数システム＞としてイノベーションという現象を説明するのではなく，時間展開的な＜行

為システム＞として説明する必要性である．イノベーションのプロセスを包括的に説明す

るためには，経時的なプロセスの説明をより積極的に取り入れる必要がある．図表 3 はそ

れを図示したものである．本来時間に依存して生起している各行為は，回顧的質問票を利

用することによってしばしば時間に依存しない変数として収集され，行為の依存関係は変

数の共変関係として再定義されるという問題を抱えている． 

例えば，新製品開発活動を検討する「合理的計画」アプローチは，製品開発活動に関連

した，注目すべき数多くのチェックリストでも呼ぶべき変数リストを提示してきたけれど

も，その多くの研究が回顧的な質問票調査という方法を採用しているために，結果として

製品開発活動を時間に依存しない（あるいは変数間の関係が時間的に安定的な）変数シス

テムとして捉えることとなっている．その結果，歴史的な条件や時間展開に伴う変数間の

関係の変化やイノベーションの実現過程で起こる意図せざる結果を説明枠組みの中に取り

込めないという問題を抱えることとなっている． 

イノベーションプロセスは本質的に長期の時間経過伴った人間の行為によって生起する

現象であり，変数間の関係や変数自体の重要性も時間経過を伴って変化する現象である．

それゆえ，時間に依存しない変数関係としてイノベーションプロセスを捉えるというアプ

ローチは，必要となる時間軸が相対的に短い（あるいは変数間の関係が安定的と見なすこ

とが可能な）場合に適用可能であるが，着想からその社会的普及までのより長い時間軸に
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伴う行為を説明することには問題が生じる可能性があるのである． 

もっともすべての研究がこのような課題を有しているわけではない．例えば，イノベー

ションに起因する産業ダイナミクスと企業の適応力を議論してきた一連の研究は，比較的

長期の経時的な企業行動を検討している．また，新製品開発論における，「問題解決」アプ

ローチやその後の知識創造プロセスとしてイノベーションプロセスを捉える分析視角は，

学習プロセスもしくは知の獲得・共有プロセスという時間変数なしでは生起し得ない点に

注目しているという意味で，イノベーションプロセスを時間展開的な行為システムとして

説明することを可能とする有力な分析視角であるといえる． 

しかし，そのような有力な分析視角に立脚するはずの多くの研究でさえ，そこで中心的

に検討されているのは，ドミナント・デザイン確立後の学習・知識創造過程であり，ドミ

ナント・デザイン確立前のより不確実な状況下での学習・知識創造過程が十分に検討され

ていないという問題を抱えているように思われる．イノベーションのプロセスを時間展開

的な行為システムとして包括的に説明するには，一方でこれまで十分には検討されていな

い，各個人の着想や新技術がいかに企業内で確立され，結果として産業レベルでのドミナ

ント・デザインとして確立されるかというドミナント・デザイン確立前のプロセスに関す

る知見をより多く蓄積していく必要があると思われる． 

もちろん，研究者が元々背景とするディシプリンに則って，注目する現象に最も適切と

思われる分析レベルを任意に選択し，それに応じた説明枠組みを独自に構築することも重

要な作業である．しかし，その一方で，イノベーションの一連のフェーズと分析レベルを

体系的に説明することを可能とする分析枠組みが必要とされている．また，そのような枠

組みに立脚し，時間展開的な＜行為システム＞として説明する必要性が研究課題として残

されている． 

 以下では，イノベーションの本質的特徴を捉えることを可能とする鍵概念を見いだすべ

く，イノベーションプロセスの本質的特徴を意思決定の合理性という観点から再検討する． 

 

3. イノベーションプロセスの本質的特徴とその障壁 

3.1. イノベーションプロセスの本質的特徴 

イノベーションのプロセスとは，革新という共通目的の下に，発明・発見活動から普及

活動へと至るプロセスであり(Marquis, 1969; Utterback, 1971, 1996)，不確実な状況下での意

思決定を必要とするその実現に非常に長い時間を要するプロセスである(Quinn,  1985; 

Rosenberg,  1995) 4．このことは，イノベーションプロセスが不確実性に満ちたものである

ことを意味する．さらに，技術や市場（顧客）に関する確定的な知識が事前にはない状況

下での意思決定を必要とするため，イノベーションのプロセスは，結果的に開発プロジェ

クトの方向転換や中止などの紆余曲折を伴う創発的なプロセスでもある．それは人間の「限

定合理性」という本質的な理由ゆえに，イノベーションの推進主体は必然的に「先の見え

ない状況における意思決定」を強いられるからである．イノベーションのプロセスは，事
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後的に振り返れば，意図せざる結果が各諸活動を支配する，当初の意図を超えた結果を含

む＜創発的なプロセス＞である． 

また，イノベーションのプロセスは，個人・集団・企業という多様なレベルでの学習を

通じて，それまで世の中に存在しなかった新しい知識が創発し，社会的に普及・受容され

るプロセスである(Lundvall, 1992; 野中郁次郎  et  al., 1995)．それは，発明・発見によって

新しい知識が生み出され，製品化や事業化を通じて新しい知識が体化した人工物が市場に

導入されるプロセスであり，普及や需要を通じて社会に受容されるプロセスでもある．イ

ノベーションのプロセスとは，＜新しい知識の創造プロセス＞であり，＜新しい知識の受

容プロセス＞である．それは，知の内面化・表出化から知の共同化や連結化という活動を

通じて，個人的な知の活動が組織的な知の活動へと展開することで実現するプロセスであ

る(野中&永田, 1995; 野中&竹内, 1996)． 

イノベーションのプロセスは，その初期段階においては個人的な活動や目的に依存して

いるものの，最終的には組織的な活動や目的の共有を必要とするプロセスでもある(Van de 

Ven,  1986)．なぜなら，発明や発見が特定個人や少数の集団によるものであったとしても，

それが事後的に経済的成果として結実するには，当初の目的や利害を超えた，社内・社外

の様々な利害集団の協力を取り付ける必要があるからである．発明や発見は一人でも実現

可能な行為であるが，イノベーションは様々な利害集団による資源提供を通じた協力によ

って初めて可能となる現象である． 

新技術の発明やその原理の発見，着想という行為は，個人的な営みであるのに対して，

イノベーションのプロセスは，＜様々な利害関係主体を巻き込んで進展する社会的なプロ

セス＞である．それは，不確実性に起因した不確定性ゆえに利害集団間のパワーの行使や

駆け引きをも含む＜政治的プロセス＞でもあり得る． 

イノベーションの推進主体は，限定合理性ゆえに，自然界の法則定立的なパターンに関

して統一的に説明する知識（科学的知識）も，そのパターンを人工物として再現可能にす

る方法に関する知識（技術的知識）も事前には十分に有していない．また，科学的知識や

技術的知識が事後的に製品やプロセスという形で実現された際にもたらしうる経済的・社

会的価値についても，我々は事前には不可知である．それゆえ，イノベーションの実現に

は，必ずしも成功の保証のない投資を実験的に行うことが必要となる．それには，限られ

た知識と合理性に基づいて判断する先見的な企業家的精神が必要であり，必ずしも成功の

保証のない「企て」に対する危険負担が必要となる．また，イノベーションの実現には組

織的な活動を必要とするため，イノベーションの推進主体への第三者の協力が必然的に必

要となる． 

 

3.2. 個人の信念・先見性と他人の説得 

このようにイノベーションのプロセスを多面的に捉えることによって，イノベーション

の実現の難しさを理解することが可能となる．つまり，イノベーションの実現のためには，
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第一に，判断に必要な情報や知識が十分ない不確実な状況の下で判断を行う困難を乗り越

えなくてはならない．第二に，新しい知識を生み出し，それを新しい製品や工程という形

で再現可能な具現化し，その存在意義を認めてもらい社会に受容してもらわなくてはなら

ない．第三に，政治的な利害対立ともなる，異なる目的，関心，利害を有する多様な主体

をまとめて，一つの共通する方向に関心や努力を方向付ける困難を乗り越えなくてはなら

ない．   

イノベーション実現過程で不可避的に起きる意思決定の際の不確実性は，事前には自然

界と社会システムの双方について人間が限定的な知識しか有していないことに起因してい

る．我々は自然現象に関する法則定立的なパターンやその説明原理に関して，十分な科学

的知識を有していない．自然界の隠れたパターンや法則を説明する原理や再現する技術に

関して不完全な知識しか持っていないがゆえの不確実性に直面している．仮に，そのよう

な科学的知識や再現する技術を我々が完全に獲得・習得し，自然界に関する不確実性が一

切存在しないとしても，社会システムという文脈の中でそれらの技術や知識が事後的にも

たらす価値やその存在意義については事前には不可知であるという不確実性に直面してい

る．製品化や事業化や普及を通じて，経済社会の中でどのように使われ，事後的にもたら

される存在意義は誰も事前には分からないのである（Rosenberg, 1995）． 

それゆえ，不確実性に起因したイノベーションの実現の難しさは，実現主体としての個

人にその焦点を当てると，その一つは個人の信念・先見性形成に関わる問題に，もう一つ

は他人の説得に関わる問題に帰着するように思われる．前者の個人の信念・先見性の問題

とは，イノベーションの種となる技術や科学的知識そのものとそれらが結果的にもたらす

であろう価値について事前には十分に知り得ない不確実な状況下で，なぜイノベーション

推進主体は，何を意思決定の拠り所として，イノベーションの推進が可能となったのかと

いう問題である．また，なぜ先見的に法則定立的知識の成立可能性やその社会・経済的価

値を事前に信じることが可能になったのか，という問題である． 

他人の説得とは，法則定立的な科学的知識そのものとそれがもたらす経済的価値につい

て事前には十分には知り得ない不確実な状況下で，どのように周囲の行為主体や社会集団

は説得され，結果的にイノベーションの実現に必要となる資源の提供を通じた協力に至っ

たのか，という問題である．イノベーションの実現のためには，イノベーションの推進主

体の個人的な信念や先見性の存在が不可欠である．また，他人を説得し，相手がそれを信

じることが必要である．また，そのような説得を通じて新たな知識が製品や工程として実

現するために不可欠な資源が動員される必要がある．イノベーションとして結実するため

には，個人的な先見性や信念はもちろんのこと，他人を説得し，相手が納得する根拠が必

要である．本稿では，後述するがその根拠を正当性とよび，その根拠に則ってイノベーシ

ョンの潜在的な支援主体に資源提供による協力を求めることを正当化と呼ぶ．   

 

3.3. 「合理性」の限界とイノベーション 
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 新しいアイデアや知識の正当性が単なる個人の信念や先見性を超えて，組織内部で正当

性を確立するには，その存在意義や有用性を周囲の人間が納得する必要があり，そこに至

るまでに多くの困難が伴う．その難しさについて，イノベーションプロセスの事前の計画

可能性について，イノベーションにつながる可能性のある投資プロジェクトへの投資決定

についての思考実験によって確認して見ることとしよう ． 

まず，ある企業内で起きる 2つの意思決定の時点を想像してみて欲しい(図表 4参照)．一

つはこれまで行われてきた研究開発プロジェクトについて，さらに製品化可能性や事業化

可能性を見極めるために必要となる投資を行うか行わないかの意思決定を迫られている時

点である．もう一つの意思決定の時点とは，投資の意思決定が終了し各プロジェクトを評

価するという時点である．つまり，プロジェクトへの投資が行われる前の時点とプロジェ

クトが終了しその成果の評価を行うという 2 つの時点を考えることとする．各プロジェク

トは事前の評価を受け，事前の投資決定基準である Xc を超える評価を事前に得なければ，

プロジェクトとして正式な支援を受けられないと仮定する．そのようなプロジェクトは，

その時点で頓挫するか，社外の支援を受けるなどの例外的状況を除けば，結果的に実現し

ないケースとなるので事後的な評価さえも得られないこととなる．Y軸の Ycはプロジェク

トの事後的な成功，失敗の基準を示したものである．事後的な評価が評価基準である Ycを

超えていれば，そのプロジェクトは成功であり，それ以下であれば失敗である． 

ケースAからケースCまでの3つの図にはそれぞれ12個の点がプロットされているので，

3 つの図においてその分布の違いこそあれ，企業内では 12 のプロジェクトが事前評価と事

後的評価を受けていることを示している．図の X 軸は具体的には各技術開発プロジェクト

の＜事前の＞評価を示し，Y軸が各プロジェクトの＜事後の＞評価を示している． 

ケース A は，完全にイノベーションの行為主体である人間がイノベーションのもたらす

事後的な価値について完全に知っている（あるいは結果として完全に一致する）ケースで

あり，＜事前の＞評価と＜事後の＞評価とが各プロジェクトに関して完全に一致するケー

スである．これに対して，ケース C は図に示されるとおり，＜事前の＞評価と＜事後の＞

評価の相関が全くない．つまり，事前の評価と事後的な評価とが全く一致しないというケ

ースである．ケース A は事前の評価と事後の評価とが一致する完全に既知の世界だとする

と，ケース Cは両者の相関が全くない完全に無知の世界である． 

我々は，このようなプロジェクトの事前と事後の評価に関する真の分布について知って

いると仮定することはできないけれども，楽観的に考えるならば現実の世界はケース B の

ようであると考えても差し支えないであろう．つまり，事前の評価と事後的な評価は，正

の相関関係にあるというものである．言い換えれば，事前評価が高いものは，概ね事後的

な評価は高くなり，逆に事前評価が低いものは事後評価も低くなるというものである．つ

まり，第 I象限のケースとは，事前の評価が高く（X>Xc），事後的な評価も高い（Y>Yc）と

いう典型的な「計画の勝利」とでも呼ぶべきケースであり，これとは対照的に第 III象限と

は，事前の評価が低く（X<Xc），事後的な評価も低い（（Y<Yc））という「失敗の追認」と
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でも呼ぶべきケースである．我々が完全な合理性を有しているならば，この二つのケース

しか生起しないこととなる．   

ここで問題となるのは，現実的な分布であるケース Bにおける第 II象限と第 IV象限に該

当するプロジェクトの存在である．第 II 象限のケースとは，事前の評価が投資基準を満た

なかったため（X<Xc），投資決定を行う組織としては開発プロジェクトの継続を見送ったケ

ースである．そのようなプロジェクトは当該組織内の支援を受けられないため，それ以外

の支援を得られなければ，プロジェクトがその後継続しないケースである．事後的に振り

返れば，投資していれば成功の果実を得られたにも拘わらず，事前の投資基準とそのベー

スとなる事前の合理性に照らし合わせると残念ながら投資決定が見送られたケースである．

これに対して，第 IV象限のケースとは，先のケースとは対照的に事前の投資基準をクリア

したものの，事後的な成功基準である Ycをクリアできなかったケースである．いわば典型

的な計画の失敗例である． 

このような限定的な合理性に基づく投資意思決定の誤謬は，(Shapira, 1995; 加護野, 2002)

が指摘するように，技術開発の事後的成果を事前に知ることができないために，投資決定

が立脚する事前の合理性が必ずしも事後的な結果としての合理性となる保証がないことに

起因している．投資決定という観点からこの二つの誤謬を検討すると，採択基準を上げる

ことで投資決定のハードルを上げることで，事前の評価は高いが事後的評価が低いケース

を排除することが可能になる．しかし，他方で事前評価は低いが事後的な評価は高いとい

うケースを拾えないという問題が発生するのである．それとは逆に，採択基準を下げるこ

とで，そのような事前評価は低いが事後的な評価が高いケースを事前に社内プロジェクト

として拾うことができるが，そのことは同時に事前評価は高いが事後的評価が低いという

プロジェクトを増やすことにもつながるのである．このことは，2つの誤謬への適切な対処

が，単に事前の合理性に立脚するだけでは，容易に解決できないことを示している． 

二つの投資意思決定の誤謬においてさらに事態が深刻となりうるのは，加護野が合理性

の罠として指摘するように，第 II 象限のケースは意図せざる大きな成果を得られる可能性

があるのに対して，第 IV 象限のケースは大きな損失を被る可能性があるという点である．   

事前の合理性が高いと言うことは，容易に周囲の人間を説得でき，逆に周囲の人間も容易

に納得するプロジェクトである．それゆえ，大きな投資が行われている可能性がある．ま

た，事前合理性の高いプロジェクトは，他社もまた同様のプロジェクトを推進している可

能性が高いプロジェクトである．もしそうだとすると，市場競争の影響を考慮に入れるな

らば，事前合理性の高いプロジェクトは社内の協力を得やすいプロジェクトであり，製品

化に結びつきやすいが，他方で同様の製品が他社から投入される可能性も高いために，事

後的に起きる市場競争に起因して結果として得られる大きな投資に見合うだけの経済的成

果は必ずしも大きくない可能性がある．事前に必要な投資規模と事後的な市場競争に依存

するが場合によっては大きな損失につながる可能性がある．それとは逆に，事前合理性の

低さは，社内の人間の説得を通じて社内のプロジェクトとして製品化や事業化にこぎ着け
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ることは大変難しいが，逆に他社においても同様に難しいために，社内の説得に成功し支

援を取り付けることに仮に成功することができるならば，市場で一人勝ちする可能性が相

対的に高くなり，結果として大きな経済的利得を獲得する可能性が高くなるのである． 

 以上の思考実験から明らかとなるのは，イノベーションの意思決定が事前の合理性に基

づいて，行われるものであったとしても，その意思決定は完全であることは決してなく，

またそれをより完全なものにするためには，単に投資基準を厳しくすることによって解決

できる問題ではない，ということ示唆している． 

 

3.4. イノベーションと経済合理性：そのパラドックス 

イノベーションは大きな経済成果をもたらす変革である．大きな経済成果をもたらすと

いうことは，イノベーションの過程を通じて生み出される新しい製品や工程が，事後的に

経済合理性を有していなければならない，ということを意味する．しかしながら，このこ

とは，イノベーションの源泉となる新しいアイデアや知識が事前にも経済合理性を有して

いるということを意味しない．なぜなら，先の議論からも明らかなように，事後的に経済

合理的である行為が，事前にも経済合理的である必要性は必ずしもないからである．むし

ろ事前には経済合理性に照らして合理的とは必ずしも思えないアイデアや知識に，イノベ

ーションという形で事後的に大きな成果をもたらす可能性のある種が隠れている可能性が

あり得るのである．そこにイノベーションのパラドックスと呼びうる状況が存在すること

になる．それは，事後的に大きな成果を生み出すためにはイノベーション実現の「企て」

が事後的に経済合理的でなくてはならないが，その「企て」が事前には経済合理的には必

ずしも見えない「企て」にもコミットすることによって実現されることがあるというパラ

ドックスである． 

そもそも，イノベーションの実現過程において，経済合理性を事前に追求することはし

ばしば困難である．なぜなら，イノベーションの源泉となる新規製品や工程の将来的に発

生する経済的便益と費用とが事前に計算可能であるためには，少なくともそのような経済

計算を可能とする参照点としての市場が事前に成立している必要があるからである．その

市場とは，一つは新しい製品を取引する製品市場であり，もう一つは新しい製品の生産に

必要となる原材料を取引する生産要素市場である． 

イノベーションの実現以前に，製品市場が成立していなければ，新規製品の市場価格と

いう形での経済的便益は計算可能ではない．同様に，新製品に必要となる生産要素市場が

事前に成立していなければ，その費用は計算可能ではない．しかし，参照点となるそれら

の市場は，現実にはイノベーションの実現に伴って事後的に形成されるものである．した

がって，イノベーションの実現過程における経済合理性の追求は，その初期の段階におい

て特に困難となるのである．もちろん，関連あるいは代替市場との類推から，経済合理性

を計算することも可能であったとしても，それは事前の合理性に基づく近似にしかすぎな

い．このことは，本質的に技術が事後的にもたらす価値を事前に予測することを難しくす
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る原因ともなっている(Rosenberg, 1995)．   

イノベーションの推進主体は，たとえ高い期待利益が得られることを信じていたとして

も，そのような事前に想定される期待利益の大きさを，事前に有する経済合理性に立脚し

て自らの「企て」として説明し，説得することを必ずしも容易ではない．それゆえ，開発

テーマを推進していくための自分自身の説得の論理として，また相手を説得する論理とし

て，経済合理性やそれに基づく期待利益の大きさとは異なる別の何らかの根拠や理由を必

要とするのである．イノベーションの本質的な特徴を踏まえるならば，その根拠や理由と

は何かについて説明を加えることがイノベーションのプロセスを説明する上で，必要とな

ると思われる． 

そこで以下では，イノベーションの根拠や理由に注目して，イノベーションプロセスの

検討を可能とする概念枠組みを試論的に検討することとしたい．   

 

4. 資源動員の正当性確立：イノベーションプロセスの新たな分析視角 

4.1. 知識創造プロセスの暗黙の前提と課題 

イノベーションのプロセスは，学習プロセスを通じた新しい知識の創造なくして，実現

し得ないプロセスである．したがって，学習や知識創造活動に注目してイノベーションの

プロセスの説明を試みる一連の分析視角は，様々な分析レベルの行為主体の相互作用を包

括的に説明することを可能とする最も有力な分析視角であると思われる(野中＆永田,  1995; 

野中&竹内, 1996)． 

しかし，知識創造という観点からイノベーションのプロセスを検討する分析視角は，知

識創造のプロセスを具体的に継起させ，新しい知識を新製品や工程，そして事業や産業と

して具現化することを可能とする資源動員のプロセスやその前提となる正当性の確立プロ

セスを必ずしも明示的に検討しているわけではないように思われる．なぜなら，そこでは

知識創造のプロセス自体の解明に主眼がおかれているため，知識の創造に必要となる資源

動員やその前提となる正当性の確立という問題は暗黙裏に仮定されているからである． 

それゆえ，第一に，知識創造や学習と資源動員との関係を検討するという研究課題が残

されているように思われる．具体的には，知識創造や学習活動の投入要素としての資源の

動員活動がどのように知識創造・学習活動に結びつくかという観点での検討作業が残され

ている．知識創造や学習活動には，新しい知識の創出を意図した実験的な活動とそのよう

な実験を許容する危険負担が必要であり，それらの活動を可能とする資源を動員するとい

う事前準備が必要である．イノベーションのプロセスを説明する上で，知識創造や学習主

体がどのように事前に投入要素としての資源を獲得し，それを知識創造や学習活動に結び

つけたのかについての具体的なプロセスが明らかにされなければならない．また，ひとた

び生み出された新しい知識がどのような資源の動員活動を通じて新製品や新事業として具

現化し，イノベーションとして結実したかという観点でのイノベーションプロセスの検討

作業が残されているように思われる． 
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検討されるべき第二の課題は，知識創造や学習と新しい知識の正当化活動との関係を検

討するという課題である．具体的には，知識創造や学習活動を通じて生み出された新しい

知識がどのように組織的過程と社会的過程を通じて正当性を確立し，通用するようになる

かという観点でのイノベーションプロセスの検討作業が残されているように思われる．知

識創造や学習活動を通じて生み出される新しい知識は，その新規性や有用性について自動

的にその存在意義を獲得できるわけではない．それには存在意義を認めてもらうような主

体的な周囲の人間への説得活動があってはじめて，正当性を確立することが可能となるの

である．知識創造や学習活動がイノベーションとして結実するためには，知識創造や学習

活動を通じて生み出される新しい知識が正当性を確立する具体的なプロセスが明らかにさ

れなければならないと思われる． 

例えば，野中&竹内  (1996) は，共同化（Socialization），表出化（Externalization），連結

化（Combination），内面化（Internalization）という観点から新たな知識が創造されるプロ

セスを検討しているものの，他方で他人が保有する経営資源を自らの知識創造のために動

員し，投入要素として利用する具体的なプロセスを十分に検討しているわけではないよう

に思われる．そこでは，知識創造のプロセスが中心的に検討され，そのプロセスの実現に

必要となる資源動員の問題についてはその背後で暗黙裏に想定されるに留まっているよう

に思われる．また，知識創造の過程を通じて生み出される知の正当化プロセスについても，

その重要性は指摘されているものの，必ずしも明示的にそのプロセスが検討されているわ

けではないように思われる． 

知識創造や学習活動に注目する分析視角は，確かにイノベーションプロセスを説明する

ための非常に有効な分析視角である．しかし，イノベーションのプロセスを包括的に説明

するためには，知識創造や学習活動の実現を可能とする資源の動員プロセスについても具

体的に検討されなければならない．また，そのような活動を通じてひとたび生み出された

新しい知識が組織的・社会的正当性を確立するという正当性の確立プロセスも具体的に検

討されなければならないのである． 

このように，知識創造に必要な資源動員という観点からイノベーションという現象に光

を当てると，イノベーションのプロセスを従来とは異なった観点から検討することを可能

とする．つまり，イノベーションのプロセスとは，知識創造を可能とする資源動員のプロ

セスであり，知識創造のプロセスを通じて生み出される新しい知識の正当性とその知識を

イノベーションとして結実するために必要となる資源動員の正当性の確立プロセスでもあ

る，というものである． 

 

4.2. 資源動員の正当性の確立プロセス：関連する先行研究 

本稿では，イノベーションのプロセスを＜新規のアイデアを経済成果に結びつけるため

の資源動員が社会集団の中で正当性を獲得していく過程＞と捉え，イノベーションの実現

過程における資源動員の正当性という点に注目する．そこでの鍵概念は資源の動員であり，
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その正当性の確立である．イノベーションの実現には，他人を説得し協力してもらうこと

が必要であり，説得には相手が納得する正当な根拠が必要である．協力には何らかの資源

提供が伴う．イノベーションの推進主体は，イノベーションの実現に必要となる資源を全

て事前に持ち合わせているわけではなく，その実現のために潜在的な資源提供者に自らの

「企て」の存在意義や有用性という形で正当性を提示し，その見返りとして資源提供とい

う形で協力を取り付ける必要がある． 

つまり，イノベーションのプロセスが継起するには，その実現に必要な資源と関係者の

協力を動員するためのなんらかの「正当な」理由が必要であり，その正当な理由に基づい

た資源の動員が必要なのである．イノベーションの推進主体を取り巻く組織内外の他者に

よってその正当性が認められる限りイノベーションのプロセスは前進するが，正当性が失

われるとイノベーションのプロセスはその時点で頓挫する． 

このような分析視角は，図表 5 に示されるように，大別して二つの研究群をその土台に

している．一つは大企業における新製品開発プロジェクトや社内新規事業（ICV:  Internal 

Corporate  Venturing）に注目した研究群であり，もう一つはスタートアップ企業の創業プ

ロセスに注目した研究群である．ともに，主として米国を中心に研究が進められている研

究群である． 

前者の研究群は，新製品や新規事業の創出プロセスを資源配分の組織化という観点から

検討しており，資源配分プロセスに注目して戦略形成プロセスを検討した Bower  (1970)に

その源流を持つ研究群である(Bower & Gilbert, 2005; Burgelman, 1983; Dougherty & Hardy, 

1996; Quinn,  1986)．そこでの分析単位は，大企業内部の新製品開発プロジェクトや新規事

業であり，分析の焦点はトップ，ミドル，ロワー間の垂直的な相互作用を通じた資源配分

に関する意思決定にある．その中でも特に注目されるのは，ミドル階層が果たす役割

(Burgelman, 1983)であり，その資源配分過程を牽引する推進者（champion）の役割である

(Day, 1994; Howell et al., 1990; Maidique, 1980; Markham, 2000; Schon, 1963)． 

これらの研究は，企業組織の大規模化に必然的に伴う組織の硬直性や官僚制の逆機能に

注目しているという点で，本稿と問題意識を共有している．ただし，それらの研究におい

ては，企業内部における意思決定の相互作用を通じた資源配分がその中心的な課題となっ

ており，例外的な研究（e.g. Dougherty & Heller (1994)）を除けば，本稿がそもそも関心を

寄せる新技術の正当性の確立プロセスについて十分な光が当てられていないという課題を

抱えている．また，資源配分の組織化プロセスについても，組織内部の垂直的階層が分析

の中心となっているため，特定事業内の職能間や事業部間の相互作用，そして企業を取り

巻く外部の様々なステークホルダー（供給業者，顧客，提携企業，資金提供者）との相互

依存関係が企業内の資源配分活動に与える影響が，例外的な研究（e.g.  Christensen  et  al. 

(1996)）を除けば十分に検討されていないという課題を抱えている．   

これに対して，正当性の確立という概念がより真正面から検討されているのが，後者の

スタートアップ企業に関する研究群である(Aldrich  &  Fiol,  1994;  Delmar  &  Shane,  2004; 
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Starr & MacMillan, 1990; 山田, 2006; Zimmerman & Zeitz, 2002)．これらの一連の研究は，

組織が社会的な関係の中に埋め込まれる点に注目して組織の存立基盤を検討した

Stinchcombe (1965)や Freeman et al. (1983)にその源流を持ち，スタートアップ企業の創業プ

ロセスを正当性の獲得という観点から検討している．これらの研究の分析単位は，新規事

業やその事業の推進主体となるスタートアップ企業であり，分析の焦点は創業時の社会的

信用や役割期待の小ささ，成長資源の獲得のための社会的・経済的関係の脆弱性にある． 

注目されるのは，外部環境との関係性の構築を通じて正当性確立のための経済的・社会

的資源を獲得し，事業や組織の存立基盤の脆弱性を克服するプロセスである．そこでは外

部環境に向けた正当性の獲得プロセスが検討され(Aldrich  et al., 1994; Delmar  et al., 2004; 

山田, 2006)，さらに資源動員との関係も検討されている(Starr et al., 1990; Zimmerman et al., 

2002)． 

ただし，これらの研究では，経営者自身が推進者である新規スタートアップ企業が主た

る分析対象とされ，外部環境との相互依存性という観点から組織の存続基盤を検討するこ

とにその主眼がおかれるため，外部環境に対していかに正当性を獲得していくかというテ

ーマが中心となっている．そのため，組織の内部要因にも注目する(Singh, Tucker, & House, 

1986)のような例外的な研究を除けば，組織内部での正当性の確立や資源動員の問題にはほ

とんど光が当てられないという課題を抱えている．また，これらの研究では，新事業や組

織の正当性が中心的な課題となっており，新技術の正当化という問題は当然視され，十分

には議論されていないという課題も抱えている． 

つまり，図表 5 が示すように，大企業における新製品開発プロジェクトや社内新規事業

に関する一連の研究は，大企業内部の資源動員プロセスに関する豊かな知見を提供しては

いるけれども，他方で大企業内部における正当性の確立プロセスに関して十分な知見を必

ずしも提供してくれているわけではない．これに対して，スタートアップ企業の創業プロ

セスに関する一連の研究は，外部環境に向けた正当性の確立プロセスや資源動員プロセス

に関する豊かな知見を提供しているけれども，他方で組織内部における正当性の確立プロ

セスと資源動員のプロセスに関する知見をほとんど提供していない． 

もっとも，これらの研究の中でも，大企業における製品開発活動の障壁とその克服プロ

セスを詳細な事例分析と内容分析から検討する Dougherty らの一連の研究(Dougherty, 

1990, 1992; Dougherty et al., 1996; Dougherty et al., 1994)は，新製品開発過程を既存研究で

主流となっている＜変数システム＞としてではなく，時間展開的な＜行為システム＞とし

て検討しているという点で注目に値する研究である．特に，Dougherty et al.  (1994)は，本

稿が注目する大企業内部での新製品開発活動を正当性という観点から検討している． 

また，顧客との依存関係が企業内部の資源配分行動に与える影響を検討する Christensen

の一連の研究(Christensen, 1997; Christensen et al., 1996)は，明示的には正当性という言葉

を使ってはいないものの，企業内部の資源配分の正当性が外部のステークホルダーたる顧

客との資源依存関係によって規定される具体的なメカニズムを検討しているという点で注
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目に値する研究である． 

ただし，Dougherty et al.  (1994)は，必ずしも正当性の源泉や正当性の確立やその戦略，

そして正当性の対象が十分に検討しているわけではないという点で，さらなる検討の余地

を残している．また，Christensen(1997)が注目する外的な資源依存関係が企業内部の資源配

分に与える影響は，必ずしも主たる顧客への依存関係からのみ生まれるわけではないとい

う意味で，様々な外的資源提供者が企業内部の資源配分行動に与える影響を検討する余地

が残されている． 

 

4.3. 資源動員の正当性の確立：分析フレームワーク 

イノベーションのプロセスを資源動員の正当性の確立という観点から検討する分析枠組

みは，正当性の種類・源泉，正当性確立の戦略と手段，正当性の推進主体，正当性確立の

対象から構成される．具体的には，(1)どのような正当性を，（2）どのような戦略・方法で，

（3）どのような推進主体が，（4）どのような相手に対して確立していったのかを，イノベ

ーションのプロセスの段階を追って，解明していくというものになる． 

 

正当性の種類・源泉 

組織における正当性という概念を理論的に整理した(Suchman,  1995)は，正当性を「ある

主体の行為が，ある社会的に構成された規範・価値・信念・定義の体系の中で，望ましい・

正しい・ふさわしいと一般に認知・想定されること」と定義している．そこでは，さらに

正当性は，正当性を訴える相手の直接の利害や好みに基づく「実践的正当性」，規範的評価

に基づく「道義的正当性」，そして暗黙の受容に基づく「認知的正当性」という三つのタイ

プに整理されている（Suchman 1995）． 

この中で，イノベーションへの資源動員にとって最も重要なのは，当該の技術革新によ

って事後的に得られるであろう事業収益への期待であり，その見通しである．これが事前

により高く，より確実であと認識されれば，資源が動員されることとなる．それは，Suchman

のいうところの実践的正当性の一部であり，直接的経済合理性と呼ぶべきものである．資

本主義システムとは，基本的にこの直接的経済合理性を基本に据えて社会に散在する資源

を動員するシステムである．むろん事前に 100%確実な見通しを持つことは実際にはありえ

ないが，資源動員の鍵を握る主体が許容できるリスクで成果が得られるという期待を持つ

ことが出来れば，イノベーションの実現に必要となる資源やコミットメントが動員される

こととなる． 

しかし，既に前節で検討したように，特に革新的と事前に思えるアイデアの将来の経済

的成果について確実な見通しを事前に持つことは困難である．最終的には直接的経済合理

性を前提に事業化への投資が決定される（はずだ）が，そこにいたるまでの過程ではそれ

以外の正当化の理由が必要になるのである．それは直接の経済成果には結びつかないが，

経済効果として計算可能な便益という意味での間接的な経済合理性であり，実践的・規範
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的・道義的正当性である．すでに議論したように，イノベーションとは最終的には経済合

理性をもたらす革新でなくてはならないという意味で，非経済的な正当性が結果として経

済合理的な正当性へと結びつく具体的なプロセスを明らかにし，整理する必要があるので

ある． 

 

正当性の戦略・手段 

もっとも，正当性は社会集団によって認められるものであり，個々の主体が容易に操作

できるものではない．しかし，一定の範囲で，自らの行為が望ましく，正しく，ふさわし

いものであると認識される程度に影響を及ぼすことは可能である．そこに正当性の確立を

意図した，正当性の確立戦略や確立手段を検討する余地が出てくる． 

上記で述べた多様な正当性を獲得するために様々な戦略が考えられるが，そのエッセン

スは，（1）相手に合わせるか，（2）相手を選ぶ・見つけ出すか，（3）相手を説き伏せるか

のいずれかである（Suchman 1995）．＜相手に合わせる＞戦略とは，イノベーションの推進

主体に協力してくれる主体が立脚する正当性の根拠とそれに基づく成長シナリオを優先し，

それに合わせるという最も現実主義的な戦略である．そこでは，イノベーションの推進主

体が事前に立脚する正当性の根拠や成長シナリオは犠牲になるものの，他方で相手のロジ

ックに従うことで資源獲得を可能とする最もプラグマティックな戦略である． 

これに対して，＜相手を選ぶ・見つけ出す＞戦略とは，イノベーションの推進主体が立

脚する正当性の根拠や成長シナリオに同意してくれる協力主体を主体的な探索を通じて企

業内部あるいは企業外部に見つけ出すという戦略である．事前にそのような協力主体はど

こに存在するか分からないという意味で，必然的に探索的とならざるを得ない戦略である． 

また，＜相手を説き伏せる＞戦略とは，イノベーションの推進主体が立脚する正当性の根

拠やそれに基づく成長シナリオを協力主体に強制するという戦略である．そのようなこと

が可能となるには，説得相手となる協力主体がおかれている外部環境を改変するだけでな

く，さらに協力主体が暗黙に立脚する認識や価値前提にまでさかのぼって説得するか強制

する必要があるため，＜相手に合わせる戦略＞とは対照的に最も困難で時間のかかる戦略

であると言えるだろう． 

 

正当性の推進主体と対象 

個人的着想から，要素技術の開発，さらには製品化や事業化に向けてイノベーションの

フェーズが進むに従って，個人から出発するイノベーションの推進主体は，周囲の人間が

巻き込まれることで組織化され，当初正当性を訴える相手だった様々な利害集団自身がイ

ノベーションの推進主体となる5．その結果，イノベーションの推進主体は個人から企業へ

と広がっていく． 

また，図表 6 に示されるように，正当性を訴える相手も変化していく．それは，特定の

開発組織内部の関係者から，生産・営業組織へ，さらには事業部へと組織内部で垂直・水
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平方向へと広がっていく．また，潜在的な供給業者や顧客へ，そして市場・社会へと組織

の境界を越えて外へと広がっていく．イノベーションの実現には，イノベーションのフェ

ーズ毎に変わりゆくこれらの相手や対象に向けて，様々な戦略を駆使して，実践的・道義

的・認知的正当性を獲得し，資源を動員するプロセスである． 

 

イノベーションの実現に至るまでの過程をこうした正当化の確立プロセスとして捉える

ことによって初めて，初期のアイデア創造・企画検討の段階では必ずしも経済合理的では

ない「企て」が結果的にイノベーションとして経済合理性をもった「企て」として結実す

る一見するとパラドキシカルなプロセスを包括的に，しかも統一的に説明することが可能

になると思われる．また，異なる分析レベルに応用可能な正当性という概念を導入するこ

とによって，本来であれば異なる分析レベルとして別々に検討されてきた個人，集団，組

織がイノベーションのプロセスにおいて果たす役割やそれらの相互作用を体系的に検討可

能になると思われる．   

 

4.4. 考えられる今後の研究課題 

上記の分析視角に基づくことで，網羅的ではないが今後さらに検討すべき研究課題とし

て以下のような観点から具体的な実証研究を通じた検討作業が行われる必要がある． 

 

（a）  正当性の確立における説得の論理 

新しい技術が正当性を確立するためには，正当性を訴える相手の製品・事業・企業の成

長シナリオと齟齬をきたさないか，その技術の存在意義や有用性がそのシナリオに組み込

まれる必要がある．あるいは，説得相手が当初描いていた成功シナリオとは異なる成功シ

ナリオを提示し，その技術によって相手の製品・事業・企業の有用性や存在意義が高まる

説得の論理を発明することが必要となる．つまり，新しい技術の正当性を確立するとは，

その技術を通じて説得相手に新たな成長シナリオを提示できるかにかかっている．その説

得の論理とはどのようなものかを明らかにするという課題である．イノベーションの実現

には，技術的可能性を経済的・社会的可能性に転換すべく，直接的な利害関係者にのみな

らず，潜在的な支援提供者に向けて説得の論理を開発する必要がある．この論理を明らか

にすることができれば，新たなイノベーションを構想し推進しようとする技術者，管理者，

経営者にとっても有用な知見となると思われる． 

 

（b）  3つの正当性確立戦略とその決定要因 

 3つの正当性確立戦略の選択に関して規定する要因は何かという研究課題である．考えら

れる要因として，技術的特性や開発・製品化・事業化に必要となる資源動員の自己完結性

が考えられる．例えば，化学や半導体などの素材系の技術開発では，事前に特定の顧客を

想定することができないため，応用先の探索という形で「技術の出口」を探すところから
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正当性の確立プロセスが出発するため，相手に合わせるという戦略が少なくともイノベー

ションの初期の段階では必要となる可能性が考えられる．同様に，イノベーションの実現

に必要となる資源の自己完結性が低く，資源調達をイノベーションの推進主体を取り巻く

外部にその資源を求める程度（資源依存の程度）が大きいほど，少なくとも相手に合わせ

るという戦略が当面必要になると思われる．また，推進主体の過去の成功履歴や対外的な

交渉力の大きさも資源提供者への影響要因として考えられる．例えば，過去の成功履歴が

あるほど，また対外的な交渉力が大きいほど，正当性の確立過程において，＜相手を選ぶ・

見つけ出す＞戦略か，さらには＜相手を説き伏せる＞戦略を選択することが可能となる． 

 

（c）  正当性確立戦略の転換の障害と硬直性 

正当性の確立は多大なエネルギーと時間，そしてコミットメントを必要とするため，ひ

とたび確立した正当性の転換やそれに伴う正当性の確立戦略の転換には何らかの障害や硬

直性を伴う可能性がある．例えば，イノベーションのフェーズ毎で必要となる正当性の確

立戦略は異なることが考えられる．そうだとすると，フェーズ毎の転換が可能となる条件

やその要因とは何かという点が明らかにされる必要がある．また，正当性の転換のタイミ

ングを認識することが，当事者であるイノベーションの推進主体にとって，どの程度認識

可能なのか． 

転換の必要性やその規定要因，タイミングの認識に関して具体的に明らかにすることが

できるならば，正当性の確立戦略の選択と合わせて，正当性のマネジメントとして経営的

に有用な含意をそこから導き出せる可能性がある． 

 

（d）  異なる推進・支援主体間（内）のコンフリクト 

イノベーションの実現過程において，様々な利害集団が支援主体として参加し，他方で

イノベーションの推進主体も様々な動機からイノベーション実現のための「企て」に参加

することとなる．そもそも，イノベーションの実現には様々な利害集団が異なる動機を持

ちつつもその実現に参加することが不可欠となるので，多様な動機を束ねて協力的行動に

つながるような正当性の提示が必要となる．しかし，そもそも異なる動機に基づいてその

「企て」に参加することとなるので，事後的にはイノベーションの推進・支援する主体間，

あるいは主体内においてコンフリクトが生まれる可能性がある．そのようなコンフリクト

にはどのようなものがあるか．またその解消法とはどのようなものかという研究課題が考

えられる．この点での検討作業から得られるであろう知見もまた，先の正当性戦略の選択

や転換の克服と合わせて，経営上有用な知見が得られる可能性がある． 

 

（e）  正当性のプロセスと技術的・商業的成果との関係 

 どのような正当性の確立プロセスが，技術的成功につながりうるか．また，どのような

正当性の確立プロセスが商業的成功につながりうるか．技術的成功をもたらしたものの，
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商業的成功には結びつかなかったケースと商業的成功にまで結びついたケースを比較した

場合，正当性の確立プロセスに違いが見られるか．もし見られるとしたら，どのような相

違が見られるかという研究課題である．恐らく経営的含意として必要とされるのはまさに

この点である． 

 

（f）  正当性確立における鍵となる内部・外部支援者 

正当性確立における鍵となる内部の支援者は誰か．また，外部の支援者は誰か．どのよ

うなタイプの主体が支援者となりうるか．それは，従来の先行研究で指摘されるような，

会社の資源提供の責任者たる経営者か，あるいはリードユーザーとしての顧客か．もしく

は，供給業者や資金提供者などの外部資源提供者はどのような役割を果たしているかとい

う研究課題である．この点が明らかにされることで，イノベーションの実現の鍵が企業内

部の支援提供者のみならず，外部の支援提供者に注目する必要も明らかにされる可能性が

ある．例えば，革新的なイノベーションは時として当初は顧客さえその有用性が理解でき

ないという多くの歴史的事実を踏まえるならば，顧客よりもイノベーションの実現におい

て推進主体と協力する供給業者が果たす役割について従来以上に注意を払う必要があるか

もしれない．また，このような顧客のみならず多様な外部の支援提供者に注目して企業内

部の資源動員行動を検討することは，資源依存理論とイノベーション研究との発展的な接

合を可能とする余地があることを示唆しているように思われる． 

 

（g）  正当性確立の推進主体としての個人・集団・組織 

正当性確立の推進主体としての個人はどのような経歴と前歴を持ち，どのような人生観

と固有の意思決定原則そして時間志向性をもった個人か．その個人のパーソナリティーと

の関係．あるいは，正当性の確立を通じた資源の動員を可能とする集団・組織的特性は何

かという研究課題である．この点が仮に明らかにされれば，イノベーションの実現に必要

となる人材とその育成についても何らかの経営上の知見が得られる可能性がある． 

 

（h）  正当性の確立と経済・社会的コンテキスト 

米国では，革新のプロセスが大企業のみならず新規スタートアップ企業によっても実現

される経済システムである．単純化を怖れずにいえば，新規のアイデアが社内で支持を得

られなければ，外部のベンチャーキャピタルやエンジェルに支持を求めるのがアメリカの

パターンである．これに対して，企業内でなんとか活路を見出すのが日本のパターンであ

るとすれば，資源動員の正当化の理由とその過程がイノベーション・システムに関する国

別の相違の重要な要因になるとも考えられる．このことは，資源動員の過程と理由につい

ての国際比較によって，ナショナル・イノベーション・システムのマクロ的特徴のミクロ

的な基礎を説明する知見がそこから得られる可能性がある．   
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上記に提示したいくつかの研究課題は，それぞれがどの程度検証可能で，どの程度有用な

知見がそこから導き出せるかは現時点では必ずしも明らかではないが，いずれにせよその

第一歩として，どの段階で，どの主体が，どの関係者に対して，どのような方法で，どの

ような正当性を獲得したのかについて，多様な行為主体の相互作用を通じた時間展開的な

行為プロセスとして検討することが必要となるだろう． 

 

5. まとめ 

 

不確実性に満ちているアイデアを，関連主体の資源と協力を動員しながら経済成果に結

びつけていく営みであるイノベーションの過程は，その段階（当初の着想から，開発・事

業化，そして事業化後の変転まで），関連する主体（特定の個人から，組織内さらには組織

外の利害関係者まで）において，多面的な要素から構成されている．これを「正当性」と

いう技術・経済的要因にとどまらず社会政治的要因をも内包する構成概念を用いることで，

体系的に解明することを可能とする．また，そのような構成概念を用いることで，イノベ

ーション研究の重要な主題である技術と市場の関係のみならず，技術と社会の関係を考え

る上での手がかりともなると思われる．   

冒頭で述べたように，この資源動員の過程と理由に着目する視点は，知識創造に着目す

る視点と相互に補完的な関係にあるが，二つの側面は相互に作用し合うものである．資源

動員のあり方が知識創造のあり方を左右し，また創造される知識が新たな資源動員を可能

にする．両側面はより統合的に検討される必要があり，その意味でも知識創造研究と同様

に，資源動員の正当性の確立という観点からのイノベーションプロセスの研究の概念と実

証の双方での研究蓄積が必要である． 

先の研究課題でも簡単に触れたように，イノベーションの実現をめざす実務家は，本研

究からイノベーションの過程を前進するための手がかり（様々な主体にむけて様々な正当

性を様々な手段で獲得するための思考，方策，それに伴う逆機能に対する注意と対策）を

実証研究から得られる知見を通じて得ることができるかもしれない． 

Lenz & Lyles (1985)が指摘するように，過度な合理性の追求は組織の硬直性と過度な数量

化や形式化を生む．イノベーションの実現において事前の合理性の追求は，結果として事

前には必ずしも合理的には見えないが事後的には合理的で大きな成果を挙げうるイノベー

ションの種を圧殺する可能性がある．また，Baker & Freeland (1972)は新しいアイデアの提

案段階とその提案が組織的に支援される段階とを区別して，事後的に振り返ると組織的な

支援を目的とした提案の中に数多くの優れたアイデアが存在することを指摘している． 

イノベーションとは，技術的実現性・商業的価値が不確実な中で，新しい知を生み出し，

その実現可能性と価値に道をつけていくプロセスである．パラドキシカルだが，事前に誰

もが納得するという合理性があって，社会的な合意形成が容易なプロジェクトは事後的に

イノベーションになりにくい．むしろ，反対や無視という形で，事前には社会的合意形成
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が難しく，経営的支援を当初得られないところに，イノベーションの本質がある．そうだ

とすれば，新しい知を生み出す（あるいは構想する）行為主体が，いかに周辺の利害関係

者（経営陣，供給業者，顧客，政府）を説得し，知の価値の正当性を確立し，経営的支援

を得るか，というプロセスに注目することがイノベーションプロセスの解明につながるは

ずである． 

イノベーションの実現は，技術者や研究者自身が「いい技術」であると信じることから

出発点する．「いい技術」であるかどうかは，事前に客観的にはわからないが，少なくとも

実現をめざす者がそれを主観的には信じられるような技術でなくてはならない．自分が信

じていないものを他人に信じさせることはできないからである．また，イノベーションか

ら大きな事業成果を得ることを目指す企業の経営者は，決して事前の客観的な経済合理性

だけでは評価できないことを理解し，自らリスクを負って資源の投入を決断する覚悟をし，

必要に応じて正当化の論理を転換していくための戦略的視野と手だてを持ち合わせ，そし

て自社独自の正当化の論理を支える大義名分を持たなくてはならない．それぞれの組織に

独自の論理こそこだわることが，容易には他社には考えつかない将来のイノベーションの

源泉を作り出すのである． 

どのようにしてその独自の論理が結果として正当性を確立していくか．その点を明らか

にすることに，イノベーションのプロセスを体系的に解明する糸口があると思われる． 
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1 本稿では技術革新を念頭においてイノベーションという言葉を使っている．しかし，本稿で展開される多くの議論は，

その他の革新現象にも応用可能であると思われる． 
2  イノベーション研究の全体像を俯瞰する先行研究として，例えば米倉・青島（2001）が挙げられる． 
3 Scientific Activity Predictor from Patterns with Heuristic Origin の略 
4 Quinn, J. B. 1985. Managing innovation: controlled chaos. Harvard Business Review; 85, Vol. 63 Issue 3, p73, 12p, 63(3): 73-84.
によれば，発明から商業生産まで 3 年から 25 年を要することを指摘している．Battle(1973)は，平均して 19.2 年かかる

ことを明らかにしている． 
5個人にとって周囲の人間や利害集団は，当初は正当性確立のための対象であるが，正当性の確立後はイノベーションの

推進主体になる． 



研究分野 問題意識 代表的研究 背景とするディシプリン 主たる分析レベル
イノベーションと産業組織・市場競
争，特許制度，制度設計の問題

Geroski (1995), Kamien (1982),
Mansfield ( 1971), Scherer (1980),
Stoneman(1983)

・新古典派経済学，産業組織論 企業間競争，産業，経済全体

イノベーションと制度，その進化 Freeman (1974), Freeman (1997) ・ネオ・シュンペータリアン，制度的側面 企業間競争，産業，経済全体

イノベーションに起因した生産性変化
や経済成長

Griliches (1998), Romer (1990) ・新古典派経済学，内的成長理論 産業，経済全体

新技術の普及・受容 Rogers (1962) ・コミュニケーション理論 個人，集団，組織，組織間関係
Latour (1987) ・科学史，科学哲学，科学社会学

Bijker (1987), Bijker (1992)
・科学知識の社会学，技術の社会学，社会構
成主義

個人，集団，組織，組織間関係

政治プロセスとしての新技術の確立や
導入

Frost (1990a), Frost (1990b),
Thomas(1994)

・政治学，権力理論，資源依存 個人，集団，組織

個別の科学・技術分野の発展史 Hughes (1983) ・技術史 組織，組織間関係

科学と技術の相互依存関係，あるいは
科学と技術の産業や経済発展に与える

Mowery (1979), Rosenberg (1976),
Rosenberg (1982), Rosenberg (1994)

・技術史，経済史 企業，産業，経済全体

技術進歩と経済発展 David (1975) ・経済史 産業，経済全体

イノベーションの経営学 イノベーションの成否を分ける決定要
因の探索

Curnow (1968), Gerstenfeld (1976),
Myers (1969), Rothwell (1974), Sherwin
(1967), Szakasits (1974)

・戦略論・組織論 個人・集団，企業・産業

企業の環境適応力と産業ダイナミク
ス：イノベーションプロセスの経時的
な変化，それに伴う企業間競争，産業
固有のダイナミクス

Abernathy (1978), Utterback (1971),
Utterback (1996)

・戦略論，産業分析 企業・産業

企業の環境適応力と産業ダイナミク
ス：イノベーションの類型化と企業の
環境適応

Abernathy (1985), Anderson (1990),
Christensen (1996),  Cooper (1976), ,
Henderson (1990), Henderson (1993),
Tushman (1986)

・戦略論，技術戦略論 企業・産業

新製品開発活動を促進（阻害）する戦
略・組織的特徴:「合理的計画」アプ
ローチ

Benedetto (1999), Cooper (1979),
Cooper (1993), Johne (1988), Maidique
(1984), Maidique (1985), Montoya-
Weiss (1994), Zirger (1990)

・戦略論・組織論
企業内集団（職能，チーム，プロジェ
クト）

新製品開発活動を促進（阻害）する戦
略・組織的特徴:「コミュニケーショ
ン・ウェブ」アプローチ

Allen (1971), Allen (1977), Katz (1982),
Katz (1983), Katz (1985), Katz (1995)

・組織論，コミュニケーション・ネットワー
ク

企業内集団（職能，チーム，プロジェ
クト）

新製品開発活動を促進（阻害）する戦
略・組織的特徴:「問題解決」アプロー
チ

Chen (2005), Clark (1987), Clark (1991),
Imai (1985), Nobeoka (1997), Nonaka
(1986), Takeishi (2002), von Hippel

・戦略論，組織論
企業内集団（職能，チーム，プロジェ
クト）

イノベーションの創造者としての個
人：個人属性（生い立ち，属性），
パーソナリティ，外部環境要因

Csikszentmihalyi (1997)，Goertzel
(1978), , Kelley (1993),  Scott (1994),
Simonton (1975), Simonton (1986),
Woodman (1993)

・伝記的調査，創造性研究，ミクロ組織論 個人

イノベーションの推進者としての個
人：個人的属性，動機，問題解決スタ
イル，リーダーシップ

Howell (1990), Howell (2001), Howell
(2005), Maidique (1980), Schon (1963)

・ミクロ組織論，リーダーシップ論 個人

図表1:イノベーション研究の特徴

科学と制度，科学的・技術的知識の社
会・政治的決定

イノベーションの歴史学

イノベーションの社会学

イノベーションの経済学

（企業と産業）

（新製品開発）

（個人）



図表2：分析レベルとフェーズ別の研究領域

分析レベル

企業・産業
研究領域5:産業レベル
での知識創出

研究領域6: 産業レベルでの技
術開発

企業内集団（チーム・職能）
研究領域4:集団レベル
での知識創出

研究領域8:集団レ
ベルでの普及

個人
研究領域7:個人レ
ベルでの事業化

研究領域9:個人レ
ベルでの普及

時間

イノベーションのフェーズ 知識の創出 技術開発・製品プロトタイプ 製品化 事業化 産業形成・普及

研究領域3

研究領域2

研究領域1



図表3：時間圧縮を通じた変数システムとしての解釈過程

T1 T2 T3 T4 T5

沼上（1999）を参考にして作成



図表4: イノベーションの投資意思決定と合理性

Shapira(1995)を参考にして作成
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(Y<Yc)

Yc
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低（X<Xc）
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高（X>Xc）

Xc

ケースA：全てが既知

事前合理性
低（X<Xc）

事前合理性
高（X>Xc）

Xc

ケースB：無知ではないが完全ではない

事前合理性
低（X<Xc）

事前合理性
高（X>Xc）

Xc

ケースC：全てが無知



主たる研究群 対象企業 開拓的研究 外部環境 内部組織 内部組織 外部環境
Resource Allocation
Perspective & Internal
Coporate Venturing

大企業内の新規製品・事
業

Bower (1970) 大企業内部の新製
品開発活動を正当
性確立という観点
から検討した例外
的研究　e.g.
Dougherty (1994)

Bower (2005),
Burgelman (1983),
Dougherty (1996),
Quinn (1986)

外部環境要因が組織内
部の資源配分活動に与
える影響：例外的研究
e.g. Christensen (1996)

Start-Upsの創業プロセス 新規参入・創業企業 Stinchcombe
(1965)Freema
n (1983)

Aldrich (1994), Delmar ( 2004),
Singh (1986), Starr (1990), 山田
(2006), Zimmerman (2002)

外的な正当性確立
のみならず内部要
因にも注目した例
外的研究 e.g.
Singh (1986)

Start-upsは外部資源に
依存しているという前
提ゆえに等閑視

正当性の確立と資源動
員の問題を検討した研
究Starr (1990),
Zimmerman (2002)

正当性の確立プロセス 資源動員プロセス

図表5: 2つの既存研究の対象と研究課題
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